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第１期計画
（2008年度～12
年度）
 コンセプト：今後

10年間を通じて

目指すべき教育
の姿

第２期計画
（2013年度～17年度）
【現計画】

 コンセプト：一人ひとりの「自立」した個人が
多様な能力・個性を生かし、他者と「協働」し
ながら価値を「創造」する生涯学習社会

第３期計画
（2018年度～22年度）
【次期計画】
第２期計画の理念を継続

主要課題：2030年以降
の社会の変化を見据
えた教育政策のあり方

2008年度 2013年度 2018年度～

教育振興基本計画とは

 文部科学省の中央教育審議会・教育振興基本計画部会で検討される
 経団連の渡邉副議長・教育問題委員長が部会委員に就任（2016年５月～）

⇒教育基本法に基づき政府が策定する教育に関する総合計画。現在は、第２期計画に基づき
教育政策を実施中。
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産業界が次代を担う人材に求める素質、能力

２

これからの時代に求められる素質・能力

 課題を設定し主体的に解を作り出す能力
 対外的発信力
 外国語によるコミュニケーション能力
 文理の枠を越えた幅広い知識と教養（リベラル・アーツ）
 情報を取捨選択し使いこなす情報活用能力
 多様性の尊重

グローバルに活躍し、イノベーションを起こして新たな
価値を創造できる人材が必要

生産年齢人口
の減少

グローバル
競争の激化

急激な社会・産業
構造の変化
（Society 5.0）

～わが国をめぐる内外の環境変化～

ＡＩ（人工知能）
ＩｏＴ

ビッグデータ
ロボット

SDGs（持続可能な開発目標） 東京オリンピック・パラリンピック

ダイバーシティ
＆ インクルージョン
企業の役割 ＝ 多様な
人材の個性・能力を企業
活動で活かすようマネジ
メントすること



第２期計画の課題と第３期計画への改善点

３

１．「成果目標」
と「成果指標」を
繋ぐロジック

２．成果指標の

基準

• 「成果目標（育成したい素質・能力）」と
「成果指標」の関係が分かりにくい

• 「成果目標」、「成果指標」の数が
多すぎる

第２期計画の課題

 現実的にPDCAサイクルを回せ
るロジック・モデルを作成すべき

 「成果目標」「成果指標」ともに、
重視すべき項目に絞るべき

 成果指標には客観的に評価しう
る基準にすべき

 年次毎に、達成状況や工程管
理、求められる施策、その実施
組織を明示すべき

改善すべき点

• 第２期計画の成果指標は、取り組み
の推移を示すだけで、評価できない

（例）増加、減少、改善

第２期計画の成果指標のフォローアップ事例

成果目
標

成果指標
結果

（2012年度～2015年度）

豊かな
心

いじめの認知件数にお
ける、いじめが解消した
割合の増加

横ばい

課題探
求力の
修得

大学における学修時
間の実質的な増加

横ばい

３．参考となる

事例の必要性

• 定量的に評価しにくい取り組みについ
て、各教育機関の参考となる事例が必
要

 政府は、評価の参考となる「好事例」を
集め、全国に共有・横展開すべき

【別添資料集参照】



教育の使命：「教育立国」
を実現

Ⅰ．教育をめぐる現状と課題

４

第３期計画の概要
（「第３期教育振興基本計画の策定に向けた基本的な考え方」 2017年１月19日）

教育の目指すべき姿：
個人：「自立」「協働」「創造」

社会の現状や2030年以降の変
化等を踏まえて取り組むべき
課題

全ての人に確かな学力・
豊かな心・健やかな体を
育成

社会人や高齢者の学
び直しの推進

学びによる地域づくり

幼児教育の段階的無
償化の推進 等

グローバル人材、イノ
ベーション人材等の
育成

１ ２ ３

４ ５

夢と自信を持ち、可能性に挑戦す
るために必要となる力の育成

社会の持続的な発展を牽引するた
めの多様な力の育成 生涯学習環境の整備

学びのセーフティネットの構築 教育政策推進の基盤整備

Ⅱ．今後の教育政策に関する基本的な方針

Ⅲ．国民・社会の理解が得られる教育投資の充実・教育財源の確保

教育政策推進のため
の基盤整備



５

「基本的な考え方」に対する経団連の意見

Ⅱ （全ての人に確かな学力・豊かな心・健やかな体を育成）に対する意見

１．実質的なアクティブ・ラーニング（AL）の推進

■教育の変化：2020年より、改訂学習指導要領に基づき、小学校から「主体的・対話的で深い学び」による
学習・指導を開始（アクティブ・ラーニングの視点）

アクティブ・ラーニングの視点：
教員による一方向的な講義ではなく、調べ学習やグループ討議など学習者の能動的参加を取り入れた、「主体的・対話的で深
い学び」を実現するための授業改善の視点

■今後の課題

形式だけの
導入

基礎・基本の学習（漢字ドリ
ル、算数の反復練習）と
両立？→  ＡＬでより効果的
になる

大学入試によ
る形骸化

求められる
取り組み

 政府はＡＬの狙いをわかり易く教員や保護者に発信し、
理解を求めるほか、成功事例を横展開し、教員による実
施を支援すべき

 大学入試改革（思考力、判断力、表現力を問う入試へ）

１



６

２．英語教育の拡充による英語能力の向上

【表１】日本人英語能力

〔出典〕TOEFL Test and Score Data Summary

－他のアジア諸国と比べて、日本の英語教育改革への
取り組みは大きく遅れている－

【表２】第２期計画の成果指標と達成状況⇒達成は見込めない

■２期計画中で、評価できる取り組み

 *４技能を重視

した指導と教
科書・教材の
改善

 指導体制
の充実

（外部人材活
用を含む

 英語教育の早
期化・教科化
（2020年～）

 英語力調査の実施

[全国学力・学習状況調
査に英語を追加
（３期～）]

Plan

国および地方自治
体ごとの明確な目
標の設定Do

・教員の研修
・教材の開発・提供
・外部人材の活用 Check

英語力調査による
達成状況を確認

Action
・課題に係る取り組み
を重点化
・目標の見直し

第２期計画の成果指標（抜粋） 達成状況
（2016/12）

第3期に向けた

文部科学省の
考え

生徒
・中学卒業段階で英検３級
（*ＣＥＦＲＡ１上位）以上 ５０%

・高校卒業段階で英検準２級
程度～２級程度

（ＣＥＦＲ Ａ２-Ｂ１）以上
５０%

・中学： 36.1%
←31.2% （2012
年度）

・高校: 36.4%
←31.0% （2012
年度）

・基本的には

２期計画の目
標を継続

・産業界からも
目標値および
それに向けた
具体的施策も
示して欲しい

*CEFR:外国語の語学力を評価する国際的な指標。
透明性が高く、わかりやすいとして主に欧米で広く使われている
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ＴＯＥＦＬ ＩＢＴスコアの経年比較

中国 韓国 台湾 ベトナム 日本

求められる取り組み
年次毎にＰＤＣＡを回して、児童・生
徒の着実な英語力向上を目指す

*４技能：「聞く」「話す」「読む」「書く」



１．双方向の留学生交流の推進

官民協働「トビタテ！留学JAPAN」（2014年～）
 若者の海外留学機運を醸成

（ これ迄に計2,240人の大学生が同プログラム

から留学）

 日本人海外留学者数の正確な把握のため
の統計を整備すべき

 留学の目的別に目標数を設定すべき
（例）
・短期留学＝海外体験のため（将来の予備軍）
・長期留学＝グローバル人材育成のため

【表３】第２期計画成果指標と達成状況 ⇒目標にはかなりの乖離がある

７

第２期計画の成果指標（抜粋） 達成状況 第3期に向けた文部科学省の考え

・送り出し：

大学生６万人→１２万人

大学生：

約８万４千人（2015) 送り出しでは、カテゴリー別に留学の
目的や効果を検証する

・受入れ：１５万人→３０万人 約２４万人(2016)

80,023 
76,492 

66,833 

75,156 

59,923 58,060 57,501 

60,138 
55,350 

53,197 36,302 
42,320 53,991 

65,373 
69,869 

81,219

84,456
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（人）
【表４】日本人学生の留学数の推移
－統計によって数値だけでなく、傾向も異なる－

OECD統計等

日本の大学等が把握している日本人留学生（JASSO）

〔出典〕OECD（Education at a Glance）、IIE(Institute for International Education)
（独）日本学生支援機構

送り出し（日本人学生の留学）について

Ⅱ （ （グローバル人材、イノベーション人材等の育成）に対する意見

■ ２期計画で評価できる取り組み

求められる取り組み

２



117,927 118,498 
123,829 132,720 

141,774 138,075 137,756 135,519 139,185 
152,062 

171,122 

25,622 24,092 
32,626 

44,970 
56,317 

68,165

163,697 161,848 168,145 
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【表５】外国人留学生の受け入れ推移

－日本語教育機関への留学数の伸長率が高い－

高等教育機関 日本語教育機関 合計

８

 外国人留学生数は増加
（2011年：約16万人→2016年：約24万人）

〔出典〕（独）日本学生支援機構「外国人留学生在籍調査」等

 外国人留学生の就職支援を拡充すべき

19.8

22.7

24.8

25.5

29

32.2

33.8

38.5

0 10 20 30 40

日本語による書類の書き方がわからない

入社後の仕事内容が不明確

企業がどのような人材を求めているか不明

日本語での面接対応が難しい

業界研究や企業研究の仕方がわからない

日本語による適正試験や能力試験が難しい

日本の就職活動の仕組みがわからない

外国人留学生向けの求人が少ない

（％）

【表６】 外国人留学生の日本企業就職に関する

アンケート調査（複数回答可）

〔出典〕「外国人留学生の就職及び定着に関する調査結果」

2015年３月新日本有限責任監査法人（経済産業省委託事業）

受け入れ（日本への外国人の留学）について

■２期計画で評価できる取り組み

 留学生の受け入れ戦略（留学目的、出身
地域等）を検討すべき

 受け入れの伸び率が高いのは日本語教育機関
－2011年度→2016年度の伸び率－
・高等教育機関 【123％】
・日本語教育機関 【266％】 （右上図参照）

 外国人留学生の国別構成比（2016年５月）
中国41.2%・ベトナム22.5%・ネパール8.1%
韓国6.5%・台湾3.5% 他

求められる取り組み

日本再興戦略2016：外国人留学生の日本での
就職率を３割から５割に向上

（政府） 在留資格変更手続きの簡素化・迅速化
（産業界）大学や地方自治体と連携して、留学生の
就職を支援（インターンシップの機会の提供）

（大学） 就職に必要なスキル（ビジネス日本語等）のプロ
グラムを充実



Ⅱ （教育政策推進のための基盤整備）に対する意見

９

１．ＩＣＴ環境の整備

■ICTを効果的に活用することによって・・・

ALの視点にたった他者との対話

や協働作業、深い思考に基づく主
体的学習が可能

全国どの地域でも平等な教育
→過疎化や少子高齢化が進む地域でも、遠隔地間に
おける児童・生徒の合同学習ができる

【表７】第２期計画の成果指標と達成状況 ⇒進展ははかばかしくない

ICTを活用したアクティブ・ラーニング

第２期計画の成果指標（抜粋） 達成状況(すべて（2016/3) 第3期に向けた文部科学省の考え

ＰＣ１台当たり
生徒3.6人

ＰＣ１台当たり
生徒6.2人

無線ＬＡＮ整備率100% 26.1%

電子黒板 学びのスタイルにより、
１人１台の可動式PC

無線LAN 個人フォルダ

求められる取り組み  2020年度から小学校のプログラミング教育が始まることも踏まえ、ＩＣＴを活用して
実現したい教育目的に沿った具体的整備目標を改めて、設定すべき

 ＩＣＴのインフラ整備や全国展開のためのモデル作成は地方任せにせず、国が主
導すべき

５



２．「新しい教育課題」に対応できる教員の養成・確保

5位／65カ国

2位／70カ国

8位／65カ国

4位／65カ国

8位／70カ国
9位／65カ国

7位／65カ国

5位／70カ国

0
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4

5

6

7

8

9

10

2 0 0 9 2 0 1 2 2 0 1 5
順位

ＰＩＳＡ調査（15歳）
科学的リテラシー 読解力 数学的リテラシー

（出典）ＯＥＣＤ生徒の学習到達度調査（PISA）（2015年）

－直近10年間、日本の生徒は総じて優秀な成績－
■新しい教育課題に対応できる教員が必要

教員養成課程の改革
教員養成課程の規模の適正化（拠点大学への資源の集中など）

教職員定数

教職員定数の考え方の見直し（発達障害、外国人児童、プログ
ラミング教育など新たな指導ニーズへの対応）

 外部人材の活用
（ICT支援員、部活指導員、外国語指導助手等）

知
識
・技
能
重
視

主
体
的
に
課
題
を
設
定
し
、
解

決
す
る
能
力
を
伸
ば
す
教
育

10

【表８】 日本の教員の指導力は高い

英語による
コミュニケーション

AL

ICT活用
能力

教員に求められ
る能力の変化

求められる取り組み

現職教員

①処遇改善
（働き方
改革）

 長時間
労働

 休日出勤

②研修の
拡充

優秀な人材の確保

教員への
顕彰

研修制度
の拡充

処遇改善

＋

（例）シンガポール
【別添資料集６】



Ⅲ．（教育投資の充実・教育財源の確保）に対する意見

11

１．教育格差の現状と格差への対応

58.9 63.2 68.7
80.6

56.4 62.5 64.5 71.1

43.7
51.2 56.7

60.5

0

50

100

Lowest SES Lower middle SES Upper middle SES Higher SES

（点） 小学6年生・国語（基礎）における調査

3時間以上 1時間～2時間 全くしない

*SES： 保護者に対する調査結果から、家庭所得・父親学歴・母
親学歴の三つの変数を合成した社会経済的背景

（出典）お茶の水女子大学による調査
（2013年度および2014年度文部科学省委託研究）

【表９】教育格差の現状

－Lowest *SESの生徒が家庭内で３時間以上勉強する際に得ら
れた平均点（58.9）よりも、Highest SESの生徒が家庭でまったく
勉強しないで得られた平均点（60.5）のほうが高い－

31.4

43.9
49.4

54.8
62.4

30.1

21.4
15.7

10.1 5.6

0
10
20
30
40
50
60
70

（%）

【表10】 親の収入と高校卒業後の進路
－親の収入が高いほど、子どもの大学進学率は高い－

４年制大学 就職など

（出典）東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策研究センター
「高校生の進路追跡調査第1次報告書」（2007年9月）

求められる取り組み

対
処
療
法

■同程度のSESの

児童生徒が通う学
校と比較して、学力
面で高い成果をあ
げている学校の取り
組み事例を水平展
開 【別添資料集８】

構
造
問
題
へ
の
対
応

〔文科省の取り組み〕

・給付型奨学金の創設
・無利子奨学金の拡充
・授業料減免対象者の拡大

厚生労働省など他の
省庁の政策と緊密に
連携

効果の最大化のために・・・

〔さらに政府は・・・〕

 効果が示されている就学前教育の無償化を
迅速に進めるべき

 高等教育へのアクセスが確保される制度の
整備を進めるべき

能力と意欲のあ
る全ての国民
に、高い質の教
育を提供
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２．教育投資の拡充の必要性

【表11】公財政教育支出の現状

－日本の高等教育に対する公財政支出はＯＥＣＤ平均を
下回り、データのある３７か国中、最下位－

（出典）Education at a Glance 2016

OECD平均4.8%

・2016年のＧ７倉敷教育大臣会合ではＧＤＰの少なくとも
４～６％を教育に支出すべきことを確認

教育への投資＝「未来への投資」

・歳出を見直し、財源の使途を高齢者から子供、子育て
世代にシフト

！日本の国際競争力劣後

！国力の弱体化

さもないと・・・

■財源確保に向けた考え方

教育財源の確保を巡って、最近さまざまな提案がなされている
が、国民から広く薄く負担を求める観点から税財源にすべき

 教育投資を拡充するためには・・・

国民の
理解

12

就学前から高等教育にいたるまで、教育支出のあり方を包
括的に見直す

データ収集による科学的効果の検証

教育政策の効果「見える化」

求められる取り組み 教育への公的支出拡大

－特に就学前及び高等教育段階では、ＯＥＣＤ加盟国と
比較して公財政負担割合が少ない－
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